平成25年第１回奥多摩町議会定例会連合審査会会議録
1.　平成25年３月６日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会連合審査会が奥多摩町議会議場に招集された。

2.　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

3.　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

4.　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

5.　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　浜野　武雄君　　議会係長　浅見　隆久君

6.　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　守屋　吉彦君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　川村　文雄君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君

平成25年第１回奥多摩町議会定例会

連　合　審　査　会　議　事　日　程

平成25年３月６日（水）

午前10時00分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　　果

	１
	――
	議長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	議案第24号
	平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号）
	可決すべきもの

	４
	議案第25号
	平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	５
	議案第26号
	平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）
	可決すべきもの

	６
	議案第27号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）
	可決すべきもの

	７
	議案第28号
	平成24年度後期高齢者医療特別会計補正予算
（第２号）
	可決すべきもの

	８
	議案第29号
	平成24年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算
（第２号）
	可決すべきもの

	９
	議案第30号
	平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算
（第３号）
	可決すべきもの

	10
	議案第31号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業特別会計補正予算（第１号）
	可決すべきもの


（閉会　午後２時37分）

午前10時00分　開会・開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。これより連合審査会を開会、開議します。

　本日の出席委員は11名です。直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定について、を議題とします。

　お諮りします。本審査会の会期については本日１日限りとしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本審査会の会期は本日１日限りと決定しました。

本日の連合審査会は、お手元に配付してある日程表のとおり、３月５日の本会議第１日に付託された日程第３　議案第24号　平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号）及び日程第４　議案第25号　平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）、日程第５　議案第26号　平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）、日程第６　議案第27号　平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）、日程第７　議案第28号　平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）、日程第８　議案第29号　平成24年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第２号）、日程第９　議案第30号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）、日程第10　議案第31号　平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）、以上８件について常任委員会合同で審査を行います。

　審査を行う前に各課長にお願いします。説明は、自席に着席したままで簡潔に行っていただくようお願いします。

　初めに、議案第24号について、各課長から順次所管の説明を求めます。住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　議案第24号　平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号）の説明をいたします。７ページをお開きください。歳入からご説明申し上げます。

款01町税で個人税609万9,000円の増は、605万5,000円の現年課税分の譲渡所得等の収入見込増と滞納繰越分４万4,000円の収入増を見込んでいます。

法人税、202万9,000円増を見込むもので、現年課税分の法人所得等の収入増を見込んでいます。

固定資産税、124万8,000円増を見込むもので、評価替え時の過小見込みによる現年課税分226万7,000円増と滞納繰越分101万9,000円の収入減を見込むものです。

軽自動車税、13万7,000円増を見込むもので、課税台数の増加による現年課税分12万4,000円増と滞納繰越分１万3,000円の収入増を見込むものです。

たばこ税、153万1,000円増を見込むもので、現年課税分の税制改正に伴う増を見込むものです。

鉱産税、33万9,000円増を見込むもので、生産量の増による収入増を見込むものです。

入湯税、25万円増を見込むもので、来客数の増加により収入増を見込むものです。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　款02地方譲与税では、地方揮発油譲与税106万1,000円の減、自動車重量譲与税85万7,000円の減、款03利子割交付金16万8,000円の減、款05株式等譲渡所得割交付金６万4,000円の増、款06地方消費税交付金141万4,000円の減、９ページをお開きください。款07自動車取得税交付金210万5,000円の減、款09地方交付税384万6,000円の増は、いずれも通知によるものです。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款11分担金及び国庫負担金でございます。民生市負担金３万5,000円の減のうち児童福祉費負担金１万3,000円の減は、保育料保護者過年度負担金の見込額の減によるものです。

社会福祉費負担金２万2,000円の減は、難病患者等ホームヘルプサービス事業の対象者がいないため皆減するものです。

○教育課長（井上　永一君）　教育費負担金でございますが、1,230万円の減額となります。今年９月に開催いたしました自転車競技ロードレースリハーサル大会の競技運営経費につきましては、幹事である町がロードレース競技に要する経費を一括して支払いし、その経費から競技運営に対する東京都補助金を控除した額を、共同開催した八王子市、あきる野市、檜原村及び町が均等割で負担をいたします。その負担額を運営経費負担金として３市村から町に納入していただきますが、競技運営経費都補助金の確定により負担金の額が確定したことによるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　使用料及び手数料のうちの農林水産業使用料でございますが１万4,000円を減額するもので、丹三郎の直売所の指定管理者が撤退し、ＪＡ西東京古里支店の経済店舗になったことと、海沢のふれあい農園の日帰り農園が６月からの利用となったことにより月割り計算したことによるものでございます。

商工使用料の46万8,000円の減額でございますが、鳩の巣荘の解体に伴う指定管理者の解除によるものと、小丹波駐車場の利用台数減によるものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育使用料でございますが、67万円の減額につきましては、学校開放施設使用料及び美術館使用料の実績及び見込みによるものでございます。

○住民課長（宮田　昭治君）　10ページの総務手数料５万2,000円の減は、戸籍手数料の５万4,000円の減と閲覧手数料2,000円は、住民票閲覧で３万9,000円の増、税務関係閲覧で３万7,000円の減を見込むものです。

衛生手数料8,000円の減は、一般廃棄物許可手数料で１万円の増、し尿処理手数料で１万8,000円の減を見込むものです。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款13国庫支出金でございます。民生費国庫負担金1,886万7,000円の減のうち、社会福祉費負担金では、障害者自立支援給付費負担金が実績により60万7,000円の減、障害者自立支援医療給付費負担金319万4,000円の減も実績により減額するものでございます。

児童福祉費負担金1,506万6,000円の減は、子ども・児童手当費負担金について、昨年４月から制度が改正され、新たに所得制限を設けたこと及び対象児童数の減少に伴い実績により減を見込むものです。

項02国庫補助金のうち、民生費国庫補助金34万8,000円の減については、分担金及び補助金と同様に、社会福祉費補助金において、難病患者等ホームヘルプサービス事業の対象者がいないために皆減するもの。

11ページをお開き願います。障害程度区分認定等事業費補助金４万3,000円の減は、実績見込みによる減。障害者地域生活支援事業補助金27万円の減についても実績見込みによるものです。

児童福祉費補助金１万円の増は、ファミリー・サポート・センター事業費の増による子育て支援交付金の増でございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育費国庫補助金でございますが、12万円の減額となります。その内容ですが、小学校費補助金３万円の減額、中学校費補助金９万円の減額は、理科教育振興を図るための理科教育設備整備費等補助金、また、中学校費の要保護児童生徒援助費補助金につきましては、実績に伴い、それぞれ減額となるものでございます。

○住民課長（宮田　昭治君）　款13国庫支出金の総務費委託金14万6,000円の増は、中長期在留者住居地届出等事務費の増が主なもので、今回、新規に制定されたものです。

○福祉保健課長（清水　信行君）　民生費委託金では、児童福祉費委託金において、特別児童扶養手当事務費及び子ども手当事務費交付金が、それぞれ実績見込みにより、合わせて９万1,000円を減額するものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　国民年金費委託金70万2,000円の増は、国民年金費委託金の増で紙ベースを媒体に変更したものでございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款14都支出金です。民生費都負担金813万1,000円の減のうち、社会福祉費負担金659万7,000円の減は、民生委員の推薦等に要する経費負担金が４万2,000円の減、民生・児童委員協力員事業費負担金が10万2,000円の減、後期高齢者医療保険基盤安定繰出負担金が60万1,000円の減、在宅心身障害者福祉手当負担金が377万5,000円の減、12ページをごらんください。障害者自立支援給付費負担金が30万4,000円の減、障害者医療費負担金が159万7,000円の減、地域自殺対策緊急強化基金事業負担金が17万6,000円の減と、それぞれ実績により見込んだものです。

児童福祉費負担金は、児童育成手当費負担金が170万1,000円の減、子ども・児童手当費負担金が16万7,000円の増、差し引き153万4,000円の減で、それぞれ実績により見込むものです。

○地域整備課長（川村　文雄君）　土木費都負担金66万6,000円の増額につきましては、丹三郎地区で実施しています地籍調査の事業量の増加によるものでございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　総務費都補助金469万3,000円の減では、公共施設調整交付金466万7,000円の減は、実績によるもの。

伐木事業補填収入２万6,000円の減は、都水道局からの交付決定によるものです。

○福祉保健課長（清水　信行君）　民生費都補助金では、社会福祉費補助金で135万3,000円を減額するもので、主なものは地域福祉推進包括補助事業補助金では、成年後見制度利用支援事業費108万3,000円の減、高齢社会対策包括補助事業補助金25万5,000円の減は、高齢者緊急通報システム事業等の実績見込みによるもの。

13ページをお開き願います。障害者施策推進包括補助事業補助金53万6,000円の増は、重度心身障害者日帰り見学会17万1,000円の減、重度身体障害者住宅設備改善等事業48万円の減、障害者グループホーム等支援事業115万円の増など実績によるもの。身体・知的障害者相談員活動費11万4,000円の減、障害者地域生活支援事業補助金13万5,000円の減など実績によるものです。

児童福祉費補助金108万7,000円の減は、乳幼児医療費助成事業補助金、子ども医療費助成事業補助金とも、いずれも実績により減額を見込むもので、民生費都補助金では合わせて244万円を減額するものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費都補助金の96万8,000円の減額でございますが。農業費補助金、林業費補助金ともに、事業の確定によるものでございます。

商工費補助金の観光費補助金につきましては、予定していましたトイレの設置場所が、自然公園法の特別地域のため、だれでもトイレの設置が義務づけられていることや、合併浄化槽の基準で浄化槽の大きさが定められていることなどの調整により、25年度事業とするため減額するもので、観光案内板の増額は、設置箇所数の増加に伴うもので、総額で352万円の減額となります。

商工費補助金の17万円の減額につきましては、事業の確定によるものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　土木費都補助金1,098万円の減額につきましては、説明欄記載のとおり、各路線の整備工事の増減によるものの額の確定によるものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育費都補助金でございますが、881万2,000円の減額となります。内訳ですが、教育総務費補助金でスクールソーシャルワーカー活用事業補助金として、町の小中学校４校のうち、東京都からスクールカウンセラーの配置をされていない氷川小学校へ臨床心理士を配置しておりますが、その費用が補助対象となったことにより47万円の増額となりますが、小学校費補助金、中学校費補助金、社会教育費補助金及び次のページの保健体育費補助金につきましては、それぞれ説明欄に記載されております事業の実績により減額となるものでございます。

なお、15ページの保健体育費補助金につきましては、自転車競技大会の運営経費の削減が図れたこと、運営経費補助の一部が施設整備費補助の対象に組替えとなったことから、施設整備費補助金が増額し、運営経費補助金は八王子市及びあきる野市で立哨員として配置を予定していた交通警備員が、警察との調整により少なくなったこと等により、経費が減額したことから、都補助金につきましても減額となっております。

○住民課長（宮田　昭治君）　総務費委託金487万6,000円の減では、徴税費委託金の増と、戸籍住民基本台帳費委託金２万円の増は、それぞれ額の確定によるものでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費委託金の516万円の減となりますが、12月16日執行されました東京都知事選挙、衆議院議員選挙の事業の確定によるものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　総務管理費委託金5,000円の減は額の確定によるものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費委託金の36万7,000円の減額と、商工費委託金の15万6,000円の増額ともに、委託金額の確定によるものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　土木費委託金56万7,000円の減額につきましては、奥多摩周遊道路管理事務費の増及び委託金額減によるものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育費委託金でございますが。350万6,000円の減額となります。教育総務費委託金につきましては実績により、社会教育費委託金につきましては水と緑のふれあい館の管理運営委託金が、歳出でご説明いたしますが、事業費は実績により減額となるため、東京都との協定によりまして管理運営事務費及び管理運営委託金が減額となるものでございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　16ページをお開きください。款15財産収入では、財産貸付収入84万7,000円の増は、貸地料が7,000円の増、貸家料が旧小河内小中学校の利用増に伴いまして、84万円の増を見込むものです。

利子及び配当金24万4,000円の増は、説明欄の各基金利子の実績によるものでございます。

款16寄付金では、一般寄付金1,502万5,000円の増は、奥多摩湖愛護会解散に伴い、小河内振興財団からの寄付金が1,407万円で主なものとなります。

指定寄付金182万2,000円の増は実績によるものです。

款17繰入金、特別会計繰入金では、介護保険特別会計繰入金10万円の減、後期高齢者医療特別会計繰入金150万円の減は、いずれも実績によるものです。

17ページをお開きください。基金繰入金では、公共施設整備基金繰入金１億4,700万円の減は、当初財源不足から基金を取り崩したものを財政調整により戻し入れを行うものです。

款19諸収入では、町預金利子6,000円の増、農作物有害鳥獣対策受託収入278万9,000円の減、弁償費５万7,000円の増、実費徴収金10万7,000円の減は、説明欄記載の各事業の実績によるもので、18ページをごらんをいただき、市町村振興宝くじ収益配分金247万4,000円の増は、オータムジャンボ宝くじ収益配分金の交付決定によるものです。
スポーツ振興くじ助成金671万9,000円の減は、サッカーくじの助成金により実施をいたしました登計原総合運動場の天然芝生化工事の実績による減でございます。

　雑入32万2,000円の減は、説明欄に記載の各事業の実績によるものでございます。

以上で歳入の説明を終わります。

○総務課長（原島　　肇君）　次の19ページから歳出に入りますが、人件費につきまして、総括説明をさせていただきます。補正予算書の90ページをお開きください。

給与費明細書の特別職でございます。下段の比較の欄をごらんください。職員数には変更ございません。その他の報酬の204万5,000円の減は、44種あります各種委員会報酬等の不用額となります。長等の共済費15万9,000円の増は、基礎年金拠出金の公的負担金率の変更による増となります。

91ページをお願いします。一般職になります。上から３行目、比較の欄をごらんください。職員数に増減はありません。給料は1,000円の増。職員手当は1,930万9,000円の増。１つ飛ばして、共済費は89万1,000円の減。合計では1,841万9,000円の増となります。

給料の増は調整によるもの。職員手当の1,930万9,000円の内訳は下段のとおり不用額または所要見込額の調整となりますが、退職手当組合負担金の増が主なもので、定年、勧奨退職者の特別負担金の計上となります。

また、子ども手当は、児童手当に移行したための増減となります。

最後に上段の共済費の89万1,000円の減につきましては、特別職同様、基礎年金拠出金負担率が引き下げられましたが、精査の結果、現行予算内であることから減額とするものです。

以上で給与費明細書の説明を終わります。19ページにお戻りください。

歳出に入ります。

款01議会費の議会事務局費は、２万円を減額するものですが、人件費の調整となります。

続いて総務費に入ります。総務管理費、一般管理費は、総額で1,305万8,000円を追加し、３億991万7,000円とするものです。

一般管理費では、1,628万8,000円を増額するものですが、報酬から共済費までは人件費の所要額の調整です。

20ページ、賃金は臨時職員の交代による減額。需用費では食糧費の不用額、委託料では職員健診委託料、採用試験委託料の減が主なもの。特に職員の健診は、人間ドック利用者増により、委託料減につながっています。

職員研修費は15万円を減額するものですが、講師を東京都職員に依頼し、お引き受けいただいたことから、講師謝礼を減額するものです。

庁舎管理費は308万5,000円を減額するものですが、事業費から備品購入費まで、それぞれ不用額を整理するものですが。工事請負費は、エレベーターリニューアル工事終了に伴う不用額が主となります。

災害対策用職員住宅管理費は5,000円を増額するもので、光熱水費の所要額の調整です。

次ページをお願いします。文書管理費は10万1,000円を減額し、1,358万1,000円とするものですが、役務費は不用額の減。使用料及び賃借料は判例集ＣＤ－ＲＯＭの制作終了による減と、備品購入費は、町長の諮問に答申の可能性のある19の委員会について、新たに公印を作成するための計上で、あわせて町の公印規程に追加するものです。

広報費は179万8,000円を減額し、982万5,000円とするものですが、賃金では臨時職員交代による減、需用費では印刷製本費で広報誌のページ数の集約に努めたための減が主なもの。役務費では、新聞折り込み料、ホームページ制作料の不用額となります。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　会計管理費は金額の補正はございませんが、実績により、需用費で３万1,000円の増、使用料及び賃借料で３万1,000円の減。

22ページをごらんをいただき、次の財産管理費53万6,000円の減は、需用費では消耗品費10万円の減、役務費で火災保険料等１万円の減は、不用額の整理でございます。

使用料及び賃借料40万円の減は、複写機等使用料の減を、次の工事請負費36万7,000円の増は、新たにシルバーワークプラザ１階の給湯器交換工事17万円、氷川キャンプ場管理施設ネットフェンス等設置工事19万7,000円を見込むものです。

公有財産購入費39万3,000円の減は、長畑地区にある東京都教職員住宅、氷川の第三住宅でございますが、これの払い下げ価格の決定による不用額でございます。

企画費187万円の増は、11需用費の食糧費12万6,000円の減。

23ページをお開きください。19の負担金・補助及び交付金では、バス路線維持対策費補助金200万円の増は実績によるもの。

発電関係市町村全国協議会負担金と全国過疎地域自立促進活性化連盟分担金は、それぞれ不用額を整理するものです。

企画事業費42万3,000円の減は、報償費22万2,000円の減は、行政改革推進委員会開催の実績により２万2,000円の減。

次の多摩川水源森林帯10周年記念事業出演者謝礼20万円の減は、都水道局負担となったため、不用額を整理するものです。

需用費13万8,000円の減は、食糧費の実績により不用額を整理するもの。

使用料及び賃借料６万3,000円の減も、不用額の整理でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　電子計算費の電子計算管理費は129万4,000円を減額し、3,371万4,000円とするものですが、役務費の74万4,000円の減は、通信回線をＢフレッツ企業型からファミリー用へ移行したための減。

１つ飛びまして、使用料及び賃借料の59万4,000円の減は、住基ネットワーク機器が１月より再リース期間となったための減となります。これに伴い、１つ前の委託料は保守料が上がったための４万4,000円の増額となります。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　24ページをごらんください。次の地域振興費のうち、コミュニティ施設管理費101万6,000円の減は、生活館改修費等補助金の実績によるものです。

コミュニティ施設整備事業費51万9,000円の減は、委託料で、白丸生活館設計委託料27万円の減、工事請負費で、栃久保自治会館屋根・外壁改修工事費24万9,000円の減で、それぞれ実績により不用額を整理するものです。

地域振興対策事業費108万9,000円の減は、身近なまちづくり推進事業に関係する報償費を始め需用費、使用料及び賃借料、負担金・補助及び交付金をそれぞれ実績により減額するものです。

基金運用費では、25ページをお開きいただきまして、財政調整基金費３万9,000円の増は利子積立金。
減債基金費16万1,000円の増も、利子積立金。

公共施設整備基金費8,000円の減は、利子積立金4,000円の増、農林水産施設使用料１万2,000円の減によるものです。

○総務課長（原島　　肇君）　車両費の車両管理費は22万6,000円を増額するものですが、事業費の13万円の増は、ガソリン価格高騰による燃料費の増、役務費の６万円の減は、車検登録費用の減、委託料の７万6,000円の増は、庁用バス管理料の増、使用料及び賃借料の16万円の増が有料道路・有料駐車場使用料の増、備品及び公課費は不用額となります。

次ページをお願いします。交通安全対策費は総額で66万2,000円を減額し1,118万円とするもので、交通安全対策費は7,000円の減額するもので、交通災害共済の加入者補助予定者が減となったものの減でございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　交通安全施設等整備事業費65万5,000円の減額につきましては、工事費の額の確定による不用額の処理でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　防犯対策費は、8,000円を増額するもので、光熱水費で駐輪場等の電気料の増となります。

○住民課長（宮田　昭治君）　人権・行政相談費5,000円の減は不用額です。

税務総務費19万5,000円の増につきましては職員手当等の調整と、27ページをお願いします。負担金・補助及び交付金は不用額で、次の賦課徴収費6,000円の減は、不用額です。

戸籍住民基本台帳費17万9,000円の減につきましては、職員手当の調整と、次の11の需用費１万4,000円の減は消耗品の減と、次の委託料３万4,000円は住民基本台帳カード作成委託料減と、次の使用料及び賃借料８万9,000円の減は複写機の使用料の減で、備品購入費1,000円については不用額です。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費に入ります。
　選挙管理委員会費の６万5,000円の増額は、人件費の所要調整と、旅費、需用費は不用額を。負担金・補助及び交付金の12万5,000円の減は、西多摩郡で隔年実施しております視察研修が選挙の影響により中止されたことによるものでございます。

続いて選挙啓発費は８万7,000円を減額するものですが、報償費、次ページの需用費ともに不用額を整理するものです。

　続いて、東京都知事選挙費は258万円を減額し、1,036万3,000円とするものですが、主に入場整理券の作成委託料に積算誤りがあったため減額するものです。

続いて、農業委員会委員選挙費は63万5,000円を減額するものですが、昨年11月30日任期満了を迎えた農業委員会委員について、11月13日告示、11月18日を投票日と定め執行準備を行いましたが、選挙すべき委員の定数４名を超えなかったため、無投票と決定されたことに伴い、不用額の整理を行うものです。

続いて、衆議院議員選挙費は258万円を減額し1,029万9,000円とするものですが、東京都知事選挙同様、入場整理券作成委託料に積算誤りがありましたので減額をするものです。

以上で選挙費を終了します。

○議会事務局長（浜野　武雄君）　監査委員費２万1,000円の増は職員手当等の調整でございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款03民生費でございます。
　社会福祉総務費４万8,000円の増は、職員手当から特別旅費まで、それぞれ不用額の整理と所要額を見込むものです。

31ページをお開き願います。社会福祉委員費は旅費で３万円の減。

民生委員推薦会費４万2,000円の減は、報酬で４万円、旅費で2,000円の減。

民生・児童委員協力員事業費10万2,000円の減は報償費で2,000円を増額、旅費で２万5,000円、需用費で７万9,000円を減額するもので、いずれも実績により見込むものです。

行旅死亡人取扱費16万4,000円の増は、１件分の増に伴う葬祭委託料等を見込むものです。

保護司活動費２万4,000円の減も実績によるものです。

社会福祉基金費100万3,000円の増は、実績により寄付金及び基金利子を見込むものです。

32ページをごらんください。国民健康保険事業費12万5,000円の減は、職員人件費の所要額を見込むものです。

成年後見制度利用支援事業費203万1,000円の減は、今年度設置を予定していた成年後見制度推進機関について、専門職員の退職等で設置が困難になったことから事業を縮小したものです。

福祉サービス第三者評価事業費は、負担金・補助及び交付金で７万円の減、償還金・利子及び割引料で過年度都補助金返還金７万円の増をいずれも実績により見込むものです。

地域保健福祉計画策定事業費79万5,000円の減は、契約確定による不用額の減です。

33ページをお開き願います。老人福祉費では、高齢者福祉地域支援事業費23万3,000円の減は、扶助費で福祉電話使用料扶助が４万7,000円の減、紙おむつ給付が18万6,000円の減で、それぞれ実績により見込むものです。

敬老記念品支給事業費は実績により４万円の減。

34ページをごらんください。高齢者見守り相談事業費では、実績による委託料等の増などで10万円の増。

高齢者緊急通報システム事業費及び高齢者火災安全システム事業費の減額は、いずれも役務費及び備品購入費の不用額を、それぞれ43万1,000円、23万5,000円減額するものです。

福祉電話設置補助事業費４万2,000円の減は、扶助費で設置費を減額するものです。

高齢者外出支援サービス事業費２万8,000円は、過年度都補助金の額の確定による返還金です。

シルバー人材センター補助事業費14万4,000円の減は、シルバーワークプラザの雨どい補修工事が終了したため、不用額を減額するものです。

35ページをお開き願います。老人クラブ運営費補助事業費2,000円の減は、実績による減です。

高齢者在宅サービスセンター事業費１万3,000円の減は、建物修繕費の不用額の減です。

福祉モノレール等整備事業費50万1,000円の減は、モノレール設置工事費等の不用額の減です。

人にやさしい道づくり整備事業費26万2,000円の増は、償還金・利子及び割引料で過年度都補助金の額の確定による返還金です。

老人援護費51万3,000円の減は、扶助費で老人援護費を実績により減額するものです。

介護保険事業費291万1,000円の増は、介護給付費等への繰出金の増、介護認定審査会委員報酬の減等により見込むもので、内容は介護保険特別会計でご説明いたします。

36ページをごらんください。次の介護予防ケアマネジメント事業費では、役務費で電話料８万2,000円の減、委託料で地域包括支援センターのシステム設定委託料31万5,000円の増、備品購入費でパッケージシステムの購入費用31万5,000円減額するものです。

介護保険サービス等在宅低所得者利用負担助成事業費164万3,000円の減は、扶助費で対象となる各事業に要する利用者負担助成金の実績により見込むものです。

後期高齢者医療制度事業費651万4,000円の減は、実績により見込むもので、内容は後期高齢者医療特別会計でご説明いたします。

介護老人福祉施設運営助成事業費は、平成24年度からの介護報酬の地域分の見直しにより、当町が経過措置の適用地域から外れたことから、経過措置が終了する平成26年度までの３年間について、特に介護報酬がマイナス改定となった介護老人福祉施設の運営費に対して経過措置の対象となった場合の介護報酬との差額を助成するため、昨年９月議会におきまして補正増を可決いただいたものですが、実績により50万円を増額するものです。

37ページをお開き願います。心身障害者福祉費２万2,000円の減は、負担金・補助及び交付金で、相談員研修会負担金１万2,000円、扶助費で身体障害者手帳診断書料扶助１万円の減によるものです。

重度心身障害者見学事業費41万8,000円の減は、２回実施を予定したものが１回となったためで、需用費、役務費、使用料及び賃借料で、それぞれ実績により不用額を整理するものです。

38ページをごらんください。難病患者等ホームヘルプサービス事業費９万2,000円の減は、対象者の見込みがないため皆減するものです。

在宅心身障害者福祉手当給付事業費377万6,000円の減、町単独在宅心身障害者福祉手当給付事業費59万6,000円の減、町単独精神障害者支援事業費３万5,000円の減は、扶助費で実績により不用額を整理するものです。

身体障害者酸素購入費助成事業費６万2,000円の減は、該当者の見込みがないために皆減するものです。

難病患者等日常生活用具給付事業費15万4,000円の減は、扶助費で給付実績がなかったために皆減するものです。

重度障害者（児）タクシー乗車料金助成事業費71万7,000円の減は、主に扶助費70万5,000円で、実績により見込むものです。

障害者自立支援事業費318万5,000円の減は、報償費で自立支援協議会委員報償費について実績により33万8,000を減額し、39ページをお開き願います。扶助費で居宅介護費90万円の減、補装具で20万円の増、共同生活介護給付で22万3,000円の増、就労継続支援Ｂ型で164万9,000円の減、生活介護で180万9,000円の減、施設入所支援で294万1,000円の増、短期入所で22万8,000円の増、短期入所都加算で５万2,000円の増、自立訓練で１万6,000円の減、療養介護の201万7,000円の減は、いずれも実績により増減するものです。

障害者自立支援医療事業費620万円の減は、扶助費で更生医療給付費について実績により減額するものです。

障害者地域生活支援事業費63万6,000円の減は、委託料でコミュニケーション支援事業委託料５万1,000円の減、ガイドヘルパー事業委託料12万4,000円の減は、それぞれ実績見込みによるもの。備品購入費4,000円の減は不用額の整理を。扶助費では、日常生活用具給付15万4,000円の減、身体障害者用自動車改造費助成13万9,000円、身体障害者自動車運転免許取得費助成16万4,000円を、それぞれ対象者がいないことから不用額の整理をするものです。

重度身体障害者等緊急通報システム事業費７万5,000円の減は、報償費及び備品購入費において実績により皆減するものです。

40ページをごらんください。身体障害者福祉電話運営費補助事業費３万1,000円の減は該当者がいないことにより皆減するもので。

自殺対策事業費57万6,000円の減は、報償費及び需用費において不用額を整理するものです。

次に、児童福祉費です。
児童福祉総務費２万5,000円の増は、職員人件費で所要額を見込むものです。

児童福祉費２万6,000円の減は、報償費で子育て支援協議会の開催実績により、委員報償の減を見込むものです。

41ページをお開き願います。ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費６万6,000円の減は、ひとり親家庭家事援助委託料を実績により減額するものです。

ひとり親家庭医療助成事業費は、実績により扶助費で医療費の助成が減ったことから、あわせて審査支払等の委託料の減額となり、合わせて30万3,000円を減額し、乳幼児医療費助成事業費も同様に、委託料、扶助費の減に加え、需用費も不用額を減額し、合わせて63万5,000円を減額するものです。

子ども医療費助成事業費も同様に、合わせて70万8,000円を減額するものです。

42ページをごらんください。少子化対策事業費199万円の減は、主に負担金・補助及び交付金の減で、町独自の子ども・子育て支援推進事業における、それぞれ説明欄の事業について実績により見込むものです。

児童措置費の保育所措置費2,800万円の減は、委託料で氷川保育園が1,000万円の減、古里保育園が1,017万8,000円の減、管外保育が782万2,000円の減をそれぞれ児童数の実績により見込むものです。

児童手当費795万5,000円の減は、扶助費で平成24年４月から児童手当について所得制限が設けられたことと児童数の減少により、実績により減額するものです。

43ページをお開き願います。児童育成手当費137万7,000円の減は、扶助費で児童育成手当を実績により見込むものです。

児童健全育成事業費の放課後児童健全育成事業費31万1,000円の増は、需用費で修繕費の減、委託料で一般指導員分の増、備品購入費で不用額を整理したものです。

44ページをごらんください。子ども家庭支援センター事業費171万円の減は、職員手当から公課費までの不用額を整理したことによる減額です。

ファミリー・サポート・センター事業費71万7,000円の減につきましても、報償費から、45ページをお開きいただき、委託料までを実績により減額するもので、病後児預かり事業費27万3,000円の減額につきましても同様に、役務費から負担金・補助及び交付金までをそれぞれ実績により減とするものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　国民年金総務費１万5,000円の増につきましては、職員の手当の調整によるものと、次のページの国民年金費１万2,000円の減につきましては、役務費で7,000円の減、電話回線使用料の減で、備品購入費5,000円の減は、国民年金用の図書の購入の減によるものでございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款04衛生費でございます。
　保健衛生総務費では、職員人件費及び旅費について所要額を調整したものです。

保健福祉センター管理費では、健康管理システム改修委託料について、現行のシステムが変更になることから皆減とするものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　犬の登録と予防接種事業費4,000円の減につきましては、実績によるものでございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　47ページをお開き願います。次に、予防費です。健康づくり推進事業費107万円の減は、報償から負担金・補助及び交付金までに実績により減額するものでございます。

へき地専門医療確保事業費２万1,000円の減は、需用費で消耗品費及び食糧費をそれぞれ不用額として整理するものです。

48ページをごらんください。感染症予防対策事業費30万円の減は、負担金・補助及び交付金で、高齢者の肺炎球菌附金ワクチン接種助成金を実績により見込むものです。

　定期予防接種事業費296万8,000円の減は、乳幼児の定期予防接種について、対象乳幼児の実績により、医師報酬とともに減額するものです。

結核予防対策事業費４万円の増は、委託料で住民検診委託料を実績により増額するものです。

予防接種健康被害調査委員会費は予防接種健康被害の該当がなかったため、会議が開催されなかったことから、委員報酬及び費用弁償について皆減するものです。

健康増進法保健事業費172万1,000円の減は、賃金から役務費まで実績により不用額を減額し、委託料153万5,000円の減は、胃がん検診委託料から、次の49ページ説明欄記載のとおり肝炎ウイルス検査委託料まで、それぞれ実績により見込むものです。

女性特有のがん検診推進事業費42万円の減につきましても、需用費から委託料までそれぞれ受診者数等の実績により減額するものです。

骨粗しょう症予防対策事業費８万円の減は、実績により減額するものです。

遠隔予防医療相談事業費450万円の減は、需用費の消耗品費で、自己採血キット等購入費240万円の減、委託料で遠隔予防医療相談事業委託料210万円の減を見込むもので、いずれも町と共同して事業を行っている慶応大学の負担となったことにより減額するものです。

食育推進事業費65万5,000円の減は、食育推進計画策定委託料について、契約金額の確定による減。使用料及び賃借料で実績により減額するものです。

50ページをごらんください。母子保健事業費の３・４カ月児健康診査・産婦健康診査事業費２万円の減、３歳児健康診査事業費２万5,000円の減は、いずれも看護師及び栄養士の賃金の不用額を整理するもの。

５歳児健康診査事業費４万4,000円の減は、健康診査委託料の減。

乳幼児経過観察健康診査事業費３万4,000円の減は、心理相談員賃金の減。

母親学級妊婦歯科健康診査事業費7,000円の減は、事業補助員に対する報償費の減。

母親学級事業費８万7,000円の減は、母親学級講師に対する報償費２万円の減。

51ページをお開き願います。委託料では、応急手当講習会医師委託料６万7,000円を減。

乳幼児歯科相談・歯科健診事業費１万6,000円の減は、歯科衛生士賃金の減。

離乳食講習事業費１万8,000円の減は需用費の消耗品費の減。

フッ化物洗口推進事業費39万1,000円の減は、歯科衛生士賃金、補助員報償費、フッ化物等の消耗品についてそれぞれ実績により減額するものでございます。

○住民課長（宮田　昭治君）　環境衛生費の24万円の減につきましては、報償費で６万5,000円の減、職員手当で９万2,000円の減、次のページの工事請負費で10万円の減で工事の額の確定によるものでございます。

公害対策事業費10万8,000円の減につきましては、報償の９万8,000円の減で、公害対策審議会委員報酬が主なものでございます。

生活排水対策事業費546万円の減につきましては、需用費で38万5,000円、消耗品費用及び修繕費の減が主なもので、委託料７万円の減と工事請負費500万円の減では、古里西雑排水浄化施設撤去工事の減で、この施設の下流に警視庁の共済組合のキャンプ場がございまして、利用者のいない11月ごろからの撤去工事を予定しておりましたが、入札が不調となったため、今年度の工事期間が不足して作業時間がとれないため工事を見送ることとなりました。今後の予定としましては、長畑にある浄化施設撤去工事も予定があるためあわせて実施していきたいと考えております。

53ページをお開きください。次の清掃総務費56万円の減は、給料と職員手当の調整によるもので、塵芥処理費のごみ処理事業費1,568万円の減は、賃金で10万8,000円の減、不法投棄ごみ回収賃金の減と、需用費で131万4,000円の減で、印刷製本費のごみ収集カレンダーの内容を変更したため261万6,000円の減と、クリーンセンター光熱水費の130万2,000円の増を見込むものでございます。

役務費で23万1,000円の減、委託料で901万4,000円の減で、一般廃棄物指定収集袋製造等業務委託料の減が主なもので、西秋川衛生組合へ搬入するごみ袋の基準の整備がおくれており、次年度に予定を変更したための減です。

使用料及び賃借料２万9,000円の減は、最終処分場の重機使用量の減が主なもので、備品購入費498万4,000円の減は、パッカー車の購入時点の入札差金の減が主なもので、し尿処理事業費75万5,000円の減は、説明欄にありますし尿及び浄化槽汚泥の補助金減で、下水道の普及によるものです。

○議長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開とします。

午前10時57分　休憩

午前11時15分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　それでは、議案第24号の55ページ、歳出の款06農林水産業費から説明を続けるよう求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、55ページの農林水産業費でございます。

農業委員会費の３万7,000円の増額でございますが、人件費分によるものと、その他の項目は不用額の調整をお願いするものでございます。

56ページの農作物有害鳥獣対策事業費の278万8,000円の減額でございますが、シカ被害対策で雲取山へのヘリコプター輸送を行っておりますが、天候不順などにより予定した運行回数の飛行ができなかったことによるものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　簡易給水施設管理費50万円の増額につきましては、簡易給水施設のろ過砂取替え工事によるものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次の農業振興総務費の193万5,000円の増額でございますが、57ページの委託料と工事請負費にあります特産物加工体験移設、白丸にあるアースガーデンのテラスを拡張する工事に伴い増額をお願いするもので、他は、不用額の整理となります。

57ページの町農林業等振興事業費の71万9,000円の減額でございますが、事業の確定及び不用額の調整によるものでございます。

58ページの山村振興事業費の５万3,000円の減額でございますが、需用費のうちの消耗品費が体験用消耗品の増により、燃料費は灯油・ガスの見込みの増により、光熱水費は電気料金の値上がりにより、委託料は農園管理者の委託料の見直しにより増額するほかは不用額の調整によるものでございます。

59ページをお願いします。山村地域農林業振興事業費でございますが、体験農園の３棟のラウベ増設事業が完了したことに伴い6,000円減額するものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　農道維持管理費50万円の減額につきましては、維持工事費の額の確定による不用額でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　林業総務費でございますが、人件費分の調整によるものでございます。

都民の森管理運営事業特別会計繰出事業費の36万7,000円の減額につきましては、都の委託金確定により歳出も減額するものでございます。

林業振興総務費の60万円の減額と林業構造改善事業費の17万2,000円の減額は、不用額の整理によるものでございます。

森林保全・活用総務費の166万円の減額でございますが、賃金につきましては保安員の採用変更に伴い大幅に下がったことによるもので、備品購入費の９万7,000円の増額は、枝打ちに使う登降機２台を購入するもので、他の項目は不用額の整理によるものでございます。

松くい虫駆除対策事業費の19万2,000円の減額は、事業の完了による不用額によるものでございます。

61ページをお願いします。シカ被害対策事業費の203万3,000円の減額でございますが、事業の完了に伴い不用額を整理するもので、委託料の202万3,000円の減額につきましては、事業対象箇所が減となったことによるものでございます。

森林セラピー事業費の412万5,000円の減額でございますが、委託料につきましては、業務に当たった実施人数が減ったため、負担金・補助及び交付金につきましては経営上の精査を行った結果減額するものが主な要因でございます。

環境政策推進事業費の９万5,000円の減額でございますが、木質バイオマスの地域循環システムに伴う木材搬出実証実験の委託料確定に伴うものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　林道治山費982万円の減額につきましては、林道維持管理費35万円の増額で、除雪車賃借料の増額を見込むもの。

　都補助林道開設事業費９万7,000円の減額で、委託料の不用額４万2,000円及び次のページの補償・補填及び賠償金の５万5,000円の不用額。

都補助林道改良舗装事業費で927万円の減額で、説明欄記載の工事費の確定によるもの。

都営事業負担金80万3,000円の減額は、都施行によります補償・補填及び賠償金の不用額でございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　水産業総務費の36万7,000円の減額につきましては、人件費分の調整と63ページにかけて挙がっております項目の不用額の整理によるものでございます。

続きまして、商工費でございます。
消費者行政事業費の３万円の減額、商工振興費の49万9,000円の減額につきましては、事業の確定に伴う減額でございます。

小口事業資金融資事業費の96万6,000円の減額でございますが、報償費と旅費の増額につきましては貸出利率の検討を行うため会議回数が増えたことによるもので、ほかは見込額の減によるものでございます。

観光総務費の９万2,000円の減額でございますが、人件費分の調整と不用額の整理によるものでございます。

65ページをお願いいたします。大多摩観光事業費の99万2,000円の増額でございますが、昨年５月に実施されました大多摩観光連盟主催のＢ級グルメ大会が西多摩地区の観光振興に大きく寄与したと都に認められ、市町村総合交付金の対象となったことから、各市町村に100万円が交付されることになり、大多摩観光連盟に各市町村から追加負担を行うことによるためでございます。

山のふるさと村管理運営事業特別会計繰出事業費の19万6,000円の増額につきましては、都の委託金額の確定によるものでございます。

観光施設等整備基金費の51万5,000円の減額につきましては、歳入でもご説明いたしましたが、鳩の巣荘の解体に伴い、年度途中で指定管理者の解除が行われたことによるものでございます。

出生記念樹木配布事業費の8,000円の減額、花の里づくり事業費の11万1,000円の減額、66ページの日照確保対策事業費の145万3,000円の減額につきましては、それぞれ不用額の整理をお願いするものでございます。

観光施設維持管理費の458万2,000円の減額でございますが、委託料のもえぎの湯ボイラー焼却灰放射性物質測定委託料は、チップ焼却後の放射性濃度測定するため８万4,000円を増額する以外は、事業確定や不用額の整理をお願いするものでございます。

67ページをお願いいたします。観光施設整備事業費の1,297万8,000円の減額でございますが、委託料の日原観光トイレ設計委託料が２万1,000円、工事請負費の観光案内板設置工事が設置内容の変更により93万8,000円、それぞれ増額となった以外は、事業の確定や完了に伴う減額のためでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　款08土木費でございますが、262万3,000円の減額につきましては次のページをお願いいたします。

土木総務費で57万6,000円の増額につきましては、人件費に伴うものと、需用費の消耗品費で、凍結防止剤購入による増額が主なものでございます。

奥多摩周遊道路管理費57万円の減額につきましては、委託料の額の確定による不用額でございます。

登記事務費11万円の減額につきましては、不動産鑑定料の減によります不用額でございます。

法定外公共物等譲与事業費22万3,000円の減額は、消耗品費の不用額によるものです。

道路台帳整備事業費25万9,000円の減額につきましては、道路台帳補正作業委託料の額の確定によるもので不用額でございます。

　69ページをお願いいたします。地籍調査事業費203万7,000円の減額につきましては、需用費の消耗品費の不用額と地籍調査に伴う委託料の額の確定によります不用額が主なものでございます。

　道路維持費89万1,000円の増額につきましては、町道の除雪車賃借料の増、備品費の減、立木等物件補償費の増によるものでございます。

道路新設改良費3,414万5,000円の減額につきましては、次のページの都補助道路新設改良事業費で3,398万4,000円の減額で、内容につきましては、説明欄記載の各路線それぞれの額の確定によるものでございます。

委託料523万7,000円の減、工事請負費1,819万5,000円の減、公有財産購入費401万2,000円の減、補償・補填及び賠償金654万円の減。
次の71ページをお願いいたします。町単独道路新設改良事業費で、16万1,000円の減額につきましては、委託料、工事請負費及び補償・補填及び賠償金で額の確定によるものでございます。

橋梁維持費100万円の減額につきましては、橋梁維持補修の工事の減によるものでございます。

橋梁新設改良費115万円の減額につきましては、委託料による額の確定による不用額でございます。

河川改良費50万円の減額につきましては、維持費の不用額でございます。

72ページの住宅管理費101万4,000円の増額につきましては、需用費の住宅修繕費の増によるものが主なものでございます。

住宅建設費３万3,000円の減額につきましては、公有財産購入費の不用額によるものでございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　公共下水道費。下水道事業特別会計繰出事業費865万9,000円の減は、事業実績によるものです。

○総務課長（原島　　肇君）　消防費に入ります。
　非常備消防費は総額で６万8,000円を追加し5,285万4,000円とするものです。

73ページをごらんください。初めに、非常備消防総務費は１万9,000円の増額で、人件費の調整です。

消防団費は４万9,000円の増額ですが、旅費では43万9,000円の増で、正副団長、団員の出動費の増となります。需用費から次ページ公課費まで、それぞれ精査し、不用額を整理するものです。

74ページ、消防施設費は総額で54万2,000円を減額し、2,278万9,000円とするもので、消防施設維持管理費では７万5,000円を減額するものですが、役務費及び工事請負費とも、事業完了に伴う不用額の調整となります。

町単独消防施設整備事業費では46万7,000円を減額するもので、備品購入費で事業完了に伴い、不用額の整理を行うものです。

防災費は37万4,000円を減額し3,546万7,000円とするものですが、役務費で32万8,000円を減額しますが、説明欄に書いてあるとおり精査し、減額するものでございます。また、15工事費では４万6,000円の減額となりますが、事業完了に伴う不用額の調整を行うものです。

以上で消防費の説明を終わります。

○教育課長（井上　永一君）　次に、款の10教育費でございます。

まず、項の１教育総務費でございますが、教育委員会費は３万7,000円の減額となります。

　75ページをごらんください。負担金・補助及び交付金で、各種負担金の実績によるものでございます。

事務局費は総額で119万1,000円の増額でございます。内訳ですが、事務局費の36万7,000円の増額につきましては、人件費及び負担金・補助及び交付金の減額によるものでございます。

教育文化振興基金費の82万4,000円の増額は、基金利子積立金及び寄付金積立金の増によるものでございます。

教育指導費は総額で276万1,000円の減額となります。内訳ですが、76ページの教育指導費の268万1,000円の減額につきましては、賃金で児童・生徒介助員等賃金として、特別支援学級及び通常学級のうち、支援が必要な児童生徒の介助を行うため介助員を配置しておりますが、その介助を行う日数が予定していたものから減ったことにより、報償費、旅費、役務費及び委託料につきましては、それぞれ実績による減額及び不用額でございます。

教員研修事業費の８万円の減額につきましては、実績によるものでございます。

項の２小学校費でございます。学校管理費は総額で15万7,000円の減額となります。

　77ページをごらんください。内訳ですが、小学校管理費の40万4,000円の減額、氷川小学校管理費の24万7,000円の増額につきましては、それぞれ実績によるものでございます。

教育振興費につきましては13万6,000円の増額となります。

内訳ですが、小学校教育振興費の30万6,000円の増額につきましては、役務費、委託料、次の78ページの使用料及び賃借料、備品購入費は実績により減額となるものですが、負担金・補助及び交付金の遠距離通学費の増額につきましては、バス通学の児童に交付している西東京バスの定期券が、４月１日からＩＣ定期券に変更されることとなり、それに合わせて定期券も最長３カ月だったものに６カ月定期券が新たに販売されることとなりました。また、ＩＣ定期券となることで、最初の発行時に返却時には返金される500円のデポジットが必要となります。町ではバス通学の児童生徒には、現在最長の３カ月定期券を交付しておりますが、６カ月の定期券が発行されることになったことから、割引率の高い６カ月定期を発行したいと考えております。４月１日から使用する定期券につきましては、24年度で予算措置をしていることから、３カ月から６カ月に延長するための差額分及び500円のデポジット分を増額させていただくものでございます。

準要保護等児童就学援助事業費の６万円の減額、準要保護児童給食費補助事業費の７万円の減額、古里小学校教育振興事業費の４万円の減額、学校建設費、小学校建設事業費の11万円の減額は、いずれも不用額でございます。

次に、項の３中学校費です。学校管理費は総額で13万9,000円の減額となります。

79ページをごらんください。内訳ですが、中学校管理費の15万8,000円の減額、古里中学校管理費の１万8,000円の増額及び氷川中学校管理費の1,000円の増額につきましては、それぞれ実績によるもの及び不用額でございます。

80ページをごらんください。教育振興費につきましては、78万3,000円の減額となります。

内訳ですが、中学校教育振興費の31万6,000円の減額につきましては、需用費から負担金・補助及び交付金につきまして、いずれも事業実績による減額及び不用額でございますが、負担金・補助及び交付金の遠距離通学費補助につきましては、小学校費と同様に西東京バスのＩＣ定期券導入に伴い増額するものでございます。

81ページをごらんください。準要保護生徒給食費補助事業費の２万円の減額、古里中学校教育振興事業費の８万2,000円の減額、氷川中学校教育振興事業費の32万5,000円の減額、要保護等生徒就学援助事業費の４万円の減額は、いずれも不用額でございます。

学校建設費、中学校建設事業費の834万5,000円の減額は、委託料及び工事請負費の不用額でございますが、中学校教室等木質化整備事業の減額によるものでございます。

82ページをごらんください。項の４給食費、給食管理費でございますが、207万7,000円の減額でございます。人件費及び実績によるものですが、このうち賃金の146万円の減額につきましては、臨時職員賃金として、調理業務に従事する５名のパート調理員、配送の運転手１名の勤務実績により減額するものでございます。

83ページをごらんください。項の５社会教育費でございます。社会教育総務費は総額で167万1,000円の減額でございます。内訳でございますが、まず、社会教育総務費の36万6,000円の減額につきましては、人件費及び不用額でございます。

84ページをごらんください。教育文化振興事業費の80万1,000円の減額につきましては、報償費、需用費、委託料で親子芸術鑑賞事業及び国際交流音楽祭委託料等の事業実績により減額となり、負担金・補助及び交付金は、三か町村小学生交流事業補助金として、８月に、町と檜原村の小学生が神津島へ洋上セミナーで訪問し、島の小学生との交流会を行いましたが、今月末に神津島の小学生が、今年度の交流事業の一環として町及び檜原村の小学生との交流事業を実施するため来町することになりました。その交流事業の際の費用を計上させていただいたものでございます。

次に、文化会館管理費でございますが、50万4,000円の減額となります。需用費は225万7,000円の増額となりますが、燃料費が灯油代の増により、修繕費が特殊建築物建物検査で指摘のございました館内の停電時の非常照明灯バッテリー55灯の交換、冷水・温水ポンプの分解修繕等により増額となり、役務費は、電話料の増。使用料及び賃借料は不用額、工事請負費は、水道設備の改修工事を予定しておりましたが、改修方法等を再検討したいため、今年度は減額をさせていただくものでございます。

85ページをごらんください。青少年対策事業費63万7,000円の減額につきましては不用額でございます。

文化財保護事業費66万6,000円の増額につきましては、負担金・補助及び交付金で、指定文化財等整備事業補助金として、東京都指定天然記念物日原鍾乳洞自家発電設備等整備の事業費について、事業費から東京都の補助金を除いた額の２分の１を文化財保存事業費補助金交付要綱の規定に基づきまして、所有者へ補助するものでございます。

日原鍾乳洞の公開に際しましては、照明、非常用電源、監視カメラ、放送設備等は必要不可欠な施設でございますが、30年以上改修を実施していないことから老朽化が著しく、漏電も頻繁に発生。また、監視カメラも一部作動していない状況であり、改修について東京都と調整をし、当初は25年、26年度の２カ年で改修をする予定でしたが、今年度中にできるものがあれば着手してよいということから、自家発電設備の改修を実施することとなり、予算を計上するものでございます。

なお、全体の計画は、鍾乳洞内の照明設備をＬＥＤ灯に改修、こけ類の発生の低減や節電対策、天井周辺の配線改修設備、自家発電設備の改修、監視カメラの改修、インターホン及び放送設備の整備を行い、非常時の対応を図り、見学者の安全を図るとのことでございます。

86ページをごらんください。水と緑のふれあい館運営事業費は244万6,000円の減額となります。需用費は、印刷製本費が外国語版のリーフレット印刷により39万1,000円の増額、光熱水費が電気料及び上下水道料の使用実績により減額、備品購入費が管理用備品の購入により34万6,000円の増額となるほか、人件費及び役務費、委託料、負担金・補助及び交付金につきましては、事業実績により減額となるものでございます。

87ページをごらんください。図書館費の23万円の減額、美術館事業費の43万2,000円の減額につきましては、それぞれ実績により減額となるものでございます。

次に、項の６保健体育費でございます。保健体育総務費は33万6,000円の減額となります。保健体育総務費の17万6,000円、次の88ページの国民体育大会事業費の16万円の減額につきましては、事業実績による減額及び不用額でございます。

体育施設費は総額で34万8,000円の減額となります。内訳でございますが、学校開放事業費の17万3,000円の減額は不用額でございます。

社会体育施設維持管理費の９万円の増額は、奥多摩スポーツ・コミュニティ会館の電気料の増額によるものでございます。

総合運動場維持管理費は26万5,000円の減額となりますが、総合運動場だれでもトイレ設置工事の点検口の設置及び設置場所周辺のブロック工事費の増額により、その他につきましては事業実績による減額及び不用額でございます。

教育費は以上でございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　89ページをお開きください。次の款13諸支出金のうち、土地開発基金費6,000円の増は、資金利子分を実績により積み立てるものでございます。

　款14予備費の44万6,000円の増は、財政調整によるものでございます。

以上で議案第24号　平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第５号）の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）以上で議案第24号の説明は終わりました。

次に、議案第25号及び議案第26号についての説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第25号　平成24年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計補正予算（第２号）につきましてご説明いたします。

今回の補正につきましては、歳入の減額に伴う最終的な事業執行の見通しを勘案して補正をお願いするものでございます。５ページをお開き願います。

歳入でございますが、森の家使用料の58万5,000円の減額につきましては、台風や雪による参加者減が主な理由です。

一般会計繰入金36万7,000円の減額につきましては、都の委託金の減によるもので、人件費部分の見直しによるものでございます。

預金利子4,000円の減につきましては利率減により、次の雑入17万6,000円の増につきましては、地図などの売上増により、次の実費徴収金、教材費の14万4,000円の減でございますが、参加者数の減に伴うものでございます。

次のページをごらんください。歳出でございますが、一般管理費の133万8,000円の減額につきましては、人件費分の調整によるものと賃金の精査によるものでございます。

事業費の41万4,000円の増額につきましてですが、７ページの需用費のうちの消耗品は凍結防止剤を、燃料費はボイラー用のペレットを、食糧費は給茶機用のお茶をそれぞれ購入するため。光熱水費につきましては、電気料金の値上げにより、修繕費につきましてはリース車両の修理のため、増額するものでございます。

役務費の郵券代の増はメール便の増加により、次の委託料の体験教室指導委託料は指導員の増加により、送迎バス運行業務委託料は運行回数の増加により、それぞれ増額するもので、その他の項目につきましては、今後の支払見込額を精査して、それぞれ減額するものでございます。

９ページをお開き願います。給与費明細書でございますが、比較欄のとおり給与費の計として２万1,000円を増額するもので、職員手当の内訳は下段のとおりでございます。

共済費は16万1,000円の増額となり、合計で８万2,000円の増額となります。

　続きまして、議案第26号　平成24年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計補正予算（第２号）につきましてご説明いたします。今回の補正につきましては、歳入の増加に伴う最終的な業務執行の見通しを勘案して補正をお願いするものでございます。

５ページをお開き願います。歳入でございますが、野営場使用料の20万円の減額につきましては、台風の影響による閉園などによるものでございます。

次の一般会計繰入金の19万6,000円の増額につきましては、東京都からの委託金の増額によるもので、次の預金利子の２万8,000円の減額につきましては、利子率の変動に伴うもので、次の雑入の５万8,000円の増額につきましては、売店売上の見込増によるものでございます。

次のページをお願いいたします。歳出でございますが、一般管理費の43万6,000円の減額につきましては、人件費分の調整によるものでございます。次の利用管理費の46万7,000円の増額でございますが、共済費の99万円の増額は、嘱託職員の１名増により、７ページの需用費のうちの消耗品の120万円の増額は、原材料として計上されていたものが消耗品費に変更されたことにより。印刷製本費の８万3,000円の増額は、チラシ作成にかかる単価アップにより。光熱水費の92万円の増額につきましては、電気料金の値上がりにより。修繕費の90万円の増額につきましては、体験機械の修理のため。委託料のうちの自然解説業務委託料の82万1,000円の増額は、ホームページとチラシ作成業務の追加により。備品購入費の40万円の増額は、クラフトセンターで使用する工作機械の購入に伴うもので、その他の項目につきましては、今後の支払見込額を精査してそれぞれ減額するものでございます。

９ページをお開きください。給与費明細書でございますが、比較欄のとおり給与費の計として48万8,000円を減額するもので、職員手当の内訳は下段のとおりでございます。共済費は５万2,000円増額となりますが、合計では43万6,000円の減額となります。

以上で議案第25号と第26号の説明を終わらせていただきます。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第25号及び議案第26号の説明は終わりました。

お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午前１時から再開とします。

午前11時51分　休憩

午後 １時00分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に議案第27号から議案第29号までについての説明を求めます。

福祉保健課長。
○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、議案第27号から議案第29号まで、３件についてご説明申し上げます。

初めに議案第27号　平成24年度奥多摩市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）についてご説明申し上げます。

５ページをお開き願います。歳入でございます。

（款）01一般被保険者国民健康保険税は573万4,000円を減額し、9,945万8,000円とするもので、主なものは医療給付費現年課税分が、加入者の所得状況等により387万9,000円の減。同様の理由によりまして後期高齢者支援金現年課税分が139万6,000円の減、介護納付金現年課税分が102万7,000円の減でございます。

滞納繰越分につきましては、当初の見込みを上回ったことから、記載のとおり増額をするものでございます。

02退職被保険者等国民健康保険税は、年金の受給により一般被保険者から退職被保険者に移行することによりまして、284万4,000円を増額し、1,386万1,000円とするもので、それぞれ記載のとおり増額するものでございます。

（款）02国庫支出金、国庫負担金の療養給付費等負担金は、4,182万7,000円を減額し１億1,307万6,000円とするもので、現年度分では一般被保険者療養給付費等負担金が2,773万7,000円の減。後期高齢者支援金負担金が1,187万5,000円の減。介護納付費負担金が221万4,000円の減を見込むものでございます。

６ページをごらんください。過年度分では、過年度分療養給付費等負担金について、窓開けとしていた1,000円について減額をするものです。高額医療費共同事業負担金441万2,000円の増は、実績により見込むものです。特定健康診査等負担金1,000円の減は、過年度精算金の額の確定によるものです。

（項）02国庫補助金の調整交付金1,530万円の減は、普通調整交付金で1,470万円を、特別調整交付金で60万円を、それぞれ実績により減額するものです。出産育児一時金補助金は、実績により皆減とするものです。高齢者医療制度円滑運営事業費補助金８万4,000円は、70歳から74歳の方の医療証発行にかかる補助金を新たに見込むものです。

（款）03療養給付費交付金110万9,000円の増は、退職被保険者等療養給付費交付金を実績により見込むものです。

７ページをお開き願います。（款）04前期高齢者交付金は834万3,000円を増額するもので、社会保険診療報酬支払基金の決定通知により見込むものです。

（款）05都支出金の都補助金は1,028万円を減額するもので、一般被保険者療養給付費に対する東京都補助金を実績により見込むものです。財政調整交付金の360万3,000円の増額も、普通調整交付金を実績により見込むものです。都負担金の高額医療費共同事業負担金は、441万2,000円増額するもので、都の負担金４分の１を見込んでおり、特定健康診査等負担金1,000円の減は、過年度精算金の額の確定によるものです。

（款）06共同事業交付金の高額医療費共同事業交付金1,038万9,000円の増、保険財政共同安定化事業交付金3,152万5,000円の減は、いずれも実績の見込みによる増減でございます。

８ページをごらんください。（款）10諸収入の預金利子9,000円の増は、積立基金にかかる利子によるものです。
雑入、一般被保険者第三者納付金153万円の増は、第三者行為による医療費の確定により増額するものです。

９ページをお開き願います。歳出になります。

（款）01総務費の一般管理費は、財源組替えを行うものです。
（款）02保険給付費の一般被保険者療養給付費は6,000万円を減額するもので、これまでの給付費の支払状況及び今後の支払見込額を勘案し、減額したものです。退職被保険者等療養給付費については、財源組替えを行うものです。高額療養費の一般被保険者高額療養費は、高額医療費共同事業交付金を見込み、財源組替えを行った上で429万1,000円を減額するもので、減額については給付の見込額の減によるものです。

10ページをごらんください。出産育児一時金は、国の補助金の確定に伴い財源組替えを行うものです。
（款）03後期高齢者支援金も、国の療養給付費負担金の減額により財源組替えを行うものです。
（款）06介護納付金及び（款）07高額医療費共同事業拠出金は、いずれも国の負担金の減額により財源組替えを行うものです。

11ページをお開き願います。保険財政共同安定化事業拠出金は、拠出金の見込額の減により396万4,000円を減額するもので、（款）08保健事業費、特定健康診査等治療費は、特定健康診査の受診者数の伸びにより29万1,000円を増額するものです。

次に、議案第28号　平成24年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）についてご説明申し上げます。

５ページをお開き願います。歳入でございます。

（款）01保険料でございます。後期高齢者医療保険料は36万2,000円を減額し、6,162万円と見込むもので、現年度分特別徴収保険料を実績見込みにより180万6,000円減額し、現年度分普通徴収保険料では144万4,000円の増を見込むものです。

（款）02繰入金の一般会計繰入金は651万4,000円を減額し、１億2,320万円と見込むもので、療養給付費繰入金を470万5,000円の減、保険基盤安定繰入金を80万円減、事務費繰入金８万5,000円の増は、広域連合事務費繰入金15万4,000円の減、一般管理費等事務費繰入金23万9,000円の増によるものです。保険料軽減措置繰入金は、実績を勘案した広域連合からの通知に基づき92万2,000円の減を見込むものです。健康診査費繰入金76万2,000円の減、葬祭費繰入金59万円の増は、それぞれ実績により見込むものです。

（款）04諸収入。保険料還付金24万2,000円の減は、償還金及び還付加算金で広域連合負担金還付金の実績により減額するものです。

６ページをごらんください。預金利子は決算額により増でございます。受託事業収入では、健康診査事業受託金を、実績により71万7,000円増額するものです。

７ページをお開き願います。歳出でございます。
（款）01総務費の一般管理費7,000円の増は、委託料、使用料及び賃借料で、それぞれ広域連合に委託、または広域連合から賃借している基金に関しての額の確定による増減です。徴収費7,000円の減は、郵券代の不用額を整理するものです。

（款）02広域連合納付金の広域連合分賦金は535万3,000を減額し、１億8,039万4,000円とするもので、説明欄の事務費負担金から葬祭費支給事業負担金までの各負担金について、実績を勘案した広域連合からの通知に基づき、それぞれ増減するものです。

８ページをごらんください。（款）03保健事業費の健康診査費４万5,000円の減は、役務費で郵券代を減額するものです。

（款）04葬祭費50万円の増は、実績により10人分の増額を見込むものです。

（款）05諸支出金、保険料還付金は、財源の組替えを行うもので、一般会計繰出金は、実績により一般会計からの繰り出しを150万円減額するものです。

次に議案第29号　平成24年度奥多摩町介護保険特別会計補正予算（第２号）についてご説明申し上げます。

５ページをお開き願います。歳入でございます。

（款）01保険料の第１号被保険者保険料は、現年度分特別徴収保険料で371万3,000円の減、現年度分普通徴収保険料で292万9,000円の増をそれぞれ実績により見込み、合わせて78万4,000円減額するものです。

（款）02分担金及び負担金、認定審査会委託負担金１万円の増は、西多摩福祉事務所からの委託にかかる負担金を見込むものです。

（款）03国庫支出金、国庫負担金21万7,000円の減は、介護給付費で居宅施設介護サービス費のうち、施設介護サービス費が増加したことによる国との負担割合の変更によるものです。国庫補助金、調整交付金54万3,000円の減は、介護給付費財政調整交付金で、調整率が計画値を下回ったことによるもの。地域支援事業交付金のうち介護予防・日常生活支援総合事業35万9,000円の増は、主に介護予防、デイサービス事業委託料の増によるもの。包括的支援事業・任意事業79万1,000円の減は、ケアマネジメント事業費のうち、人件費の増額により財源充当を変更したことによるもの。

（款）04支払基金交付金では、介護給付費交付金245万8,000円の増。地域支援事業支援交付金41万5,000円の増は、いずれも実績の見込みによるものでございます。

６ページをごらんください。（款）05都支出金の介護給付費負担金21万6,000円の増は、国負担金に相応する施設介護サービス費の増額に対する都の負担分の増額です。

都補助金、地域支援事業交付金のうち介護予防・日常生活支援総合事業17万9,000円の増、包括的支援事業・任意事業39万4,000円の減は、いずれも国庫補助金と同様の理由により増減するものです。

（款）07繰入金、一般会計繰入金72万4,000円の増は、実績によるもの。地域支援事業繰入金のうち、介護予防・日常生活支援総合事業17万9,000円の増。包括的支援事業・任意事業39万5,000円の減は、いずれも国・都補助金と同様の理由によるものです。

（款）08諸収入、預金利子は決算によるもの。

７ページをお開き願います。諸収入の雑入3,000円の増は、年金機構返納に伴う保険料返還金の増を見込んだものです。

（款）09使用料及び手数料、使用料68万2,000円の減は、説明欄の総合事業配食サービス事業を初めとする各事業について、利用者実績により増減を見込むものです。

８ページをごらんください。歳出になります。

総務費の一般管理費13万6,000円の減は、職員普通旅費10万円の減。役務費で通信回線使用料と郵券代を合わせて３万6,000円を減額するものです。徴収費、賦課徴収費は、不用額を整理するものです。介護認定審査会費２万円の減は、旅費で委員費用弁償を実績により見込むものです。認定調査等費71万1,000円の減は、役務費で、主治医意見書作成料45万円の減、委託料で、介護認定調査委託料26万1,000円の減を実績により見込むものです。

９ページをお開き願います。（款）02保険給付費。介護サービス等諸費では、負担金・補助及び交付金で説明欄の記載のとおり、居宅介護サービス給付費を始めとする各サービス給付費について実績により増減し、差し引き360万円を増額するものです。介護予防サービス等諸費は、負担金・補助及び交付金で同じく説明欄記載の介護予防サービス等給付費について実績により増減し、全体の予算の増減はございません。審査支払手数料１万円の減も、実績により減額するものです。

10ページをごらんください。高額介護サービス等費30万円の増額及び高額医療合算介護サービス等費10万円の減額は、いずれも申請実績による増減でございます。

11ページをお開き願います。町特別給付費56万2,000円の減は、町が独自に実施している配食サービス事業で、これまでの対象者のうち要介護認定を受けている利用者が、ホームヘルプサービスを利用して調理食事等の介助を受けることなどによる対象者の減に伴うものです。特定入所者介護サービス等費は、施設入所者で所得の低い方に基準費用額と負担限度額との差額を保険給付で賄うもので、200万円の増は実績により見込むものです。地域支援事業費のうち、介護予防・日常生活総合支援総合事業費の賃金５万5,000円の減は、不用額の整理によるもの。

12ページをごらんください。委託料84万3,000円の増は、総合事業による配食サービス利用者及びデイサービス利用者の増によるもので、使用料及び賃借料は、デイサービス施設使用料の不用額を整理するもの。負担金・補助及び交付金では、総合事業利用者に対する介護予防ケアプラン作成にかかる人件費相当分を、総合事業交付金を充当するため増額するものです。一次予防事業費70万4,000円の増は賃金で、歯科衛生士、運動指導士等の賃金の増によるもの。委託料の介護予防デイサービス事業委託料121万2,000円の増は、総合事業交付金を充当するためのもの。食事療養サービス事業委託料68万7,000円の減は、利用者の実績による減。使用料及び賃借料は、介護予防デイサービスを実施する際に使用する施設の賃借料の増。償還金・利子及び割引料10万円の増は、東京都補助金に対する過年度返還金を見込むものです。

包括的支援事業・任意事業では、介護予防ケアマネジメント事業費で財源組替えを行うものです。

13ページをお願いいたします。任意事業費は、一次予防配食サービス事業利用者の増により、委託料については51万9,000を増額するものです。

（款）04基金積立金の介護給付費準備基金積立金375万6,000円の減は、当初見込んでおりました基金への積立について、給付費の増額等により減額するものです。

（款）06諸支出金、第１号被保険者保険料還付金50万円の増は、年金からの特別徴収にかかる保険料の過年度還付金について、実績により増額するものです。

14ページをごらんください。一般会計繰出金10万円の減は、一般会計の介護保険事業費で、東京都補助金に対する過年度の還付金を見込んでおりましたが、特別会計で計上したことから減額するものでございます。

以上で議案第27号から議案第29号までの説明を終了いたします。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第27号から議案第29号までの説明は終わりました。次に、議案第30号についての説明を求めます。地域整備課長。

○地域整備課長（川村　文雄君）　議案第30号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第３号）についてご説明申し上げます。

６ページをお開きください。歳入予算になります。

（款）02使用料及び手数料で、下水道使用料279万円の増額につきましては、説明欄記載のとおり、小河内処理区、奥多摩処理区の下水道使用料につきまして、それぞれの増減額を見込むものでございます。
下水道手数料５万4,000円の増額につきましては、下水道工事店指定の申請手数料を見込むものでございます。

（款）03国庫支出金、１億3,841万7,000円の減額、（款）04都支出金467万6,000円の減額につきましては、奥多摩処理区整備事業費の補助額の確定によるものでございます。

（款）05一般会計からの繰入金865万9,000円の減額につきましては、下水道事業で説明欄記載のとおり、小河内処理区、奥多摩処理区下水道整備事業費の額の確定によるものと、浄化槽市町村整備推進事業繰入金、それぞれの確定によるものでございます。

７ページをお願いいたします。（款）07諸収入です。消費税還付金の額の確定により９万2,000円を減額するものでございます。

（款）08町債につきましては、下水道債2,300万円の減額につきましては、奥多摩処理区公共下水道整備事業の減によるものでございます。

８ページをお願いいたします。歳出予算になります。

一般管理費60万7,000円の減額につきましては、説明欄記載のとおり人件費に関するもの、及び19の負担金・補助金及び交付金で、水洗化補助金が主なもので、それぞれ諸費用を見込むものでございます。維持管理費102万円の減額につきましては、小河内処理区及び奥多摩処理区維持管理費でございまして、９ページをごらんください。小河内処理区で68万3,000円の減についてでございますが、それぞれ説明欄に記載のとおり人件費及び額の確定によるものの増減を見込むものでございます。
奥多摩処理区33万7,000円の減額につきましては、10ページまでの説明欄記載のそれぞれの額の確定による増減を見込むものでございます。

10ページ中ほどの（款）02事業費、下水道事業費１億6,793万3,000円の減額につきましては、小河内処理区で99万1,000円の減額、奥多摩処理区で１億6,694万2,000円の減額でございまして、11ページにかけまして小河内処理区の人件費、工事請負費のそれぞれの所要額を見込むものでございます。

奥多摩処理区についてですが、人件費関連及び13の委託料、15の工事請負費及び19の負担金・補助及び交付金の、それぞれ下水道整備に伴う額の確定による減が主なものでございます。

（款）02事業費の浄化槽市町村整備推進事業費240万5,000円の減額につきましては、12ページのそれぞれ説明欄記載のとおりでございます。12の役務費で、浄化槽法定検査手数料及び清掃料など107万9,000円の減、15の工事請負費で、浄化槽設置工事費40万4,000円の減、19の負担金・補助金及び交付金で、水洗化補助金50万円の減によるものが主なものでございます。

（款）04予備費３万5,000円の減額につきましては、歳入歳出額の調整によるものでございます。

14ページをお願いします。給与明細書でございまして、下水道事業に伴う委員報酬で、３万2,000円の減額になります。

15ページにつきましては、一般職で職員手当４万円減、共済費で７万1,000円の増、合計で３万1,000円の増となります。

16ページにつきましては、町債に関する調書ですが、当該年度末における現在高見込額は36億1,636万8,000円を見込んでおります。

以上で議案第30号の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第30号の説明は終わりました。

次に、議案第31号についての説明を求めます。病院事務長。

○病院事務長（河村　光春君）　それでは議案第31号　平成24年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１号）の内容についてご説明いたします。

今回の補正につきましては、収益的収支全体で、収入・支出それぞれ1,800万円の減額を、資本的収支で支出を150万円増額するものでございます。

１ページをお開き願います。収益的収入及び支出の実施計画でございます。
収入でございますが、病院事業収益を1,800万円減額するものでございます。医業収益のうち入院収益を1,606万円、外来収益を231万3,000円、それぞれ減額するものでございます。これは１日当たりの入院患者数及び外来患者数の見込み減によるものでございます。その他、医業収益、公衆衛生活動収益37万円の増は、一般健診の受診者増を見込んだものでございます。特別利益の3,000円の増額につきましては、過年度損益修正の入院収益を５万3,000円追加し、外来収益分を５万円減し、合計で3,000円増するものですが、これは額確定によりそれぞれ行うものでございます。

２ページをお開きください。支出でございますが、医業費用のうち給与費を570万3,000円減額するものでございます。内訳は、給料が660万2,000円の減、手当が258万3,000円の増、賃金が30万円の減、法定福利費が138万4,000円の減でございます。主な内容は、看護師の欠員を補充する予定でしたが補充できませんでしたので、その分の給料が減になっております。その他の給与関係につきましては、実績により見込額の増減をそれぞれ行うものでございます。
材料費では、薬品費を100万円減、診療材料費を502万円減しますが、入院患者数等の見込みを減したのに合わせ、支出見込額を減額するものでございます。

経費では、536万円を減額するものですが、その中の光熱水費につきましては、電気代の値上げ分等を見込んで30万円の増額。

３ページに移りまして、委託料につきましては、非常勤の看護師の退職等により464万6,000円の減。それ以外の経費につきましては、実績により見込額の増減及び不用額の減額をそれぞれ行うものでございます。
資産減耗費の29万円の減額につきましては、それぞれ不用額を減したものでございます。研究研修費の29万円の減額につきましても、支出見込額をそれぞれ減額したものでございます。医業外費用の支払利息の１万円につきましては、支出見込みがないため減額を行うものです。

次に４ページをお開きください。特別損失は過年度損益修正損の入院損失を11万2,000追加し、外来損益を14万8,000円減額するもので、国保連合会の審査による確定額でございます。
最後に、予備費は調整により29万1,000円の減となります。

以上、支出見込み全体では1,800万円の減ということでございます。

次に５ページをお願いいたします。資本的支出の実施計画でございます。

資本的支出では建設改良費を150万円追加するものでございます。内訳としまして、建物及び付帯設備工事費の額確定により35万円の減、固定資産購入費では備品購入費として診療所用レセプトコンピュータシステム他購入費として185万円の増。これはシステム変更によるものでございます。

以上で資本的支出についての説明とさせていただきます。

次に６ページをお開きください。資金計画でございますが、当年度予定額では、受入資金が５億2,319万6,000円で、支払資金が４億8,281万4,000円で、差し引き4,038万2,000円となる予定でございます。

７ページをお願いいたします。給与費の明細書でございますが、給料660万2,000円の減、手当258万3,000円の増、賃金30万円の減、法定福利費138万4,000円の減、合計で570万3,000円の減となっております。

なお、下段の手当の内訳につきましては明細書のとおりでございますので、説明は省略させていただきます。

８ページから10ページにつきましては、予定貸借対照表でございますが、この表につきましても説明の方は省略させていただきますので、よろしくお願いいたします。

以上で議案第31号の説明を終わります。

○議長（清水　典子君）　以上で議案第31号の説明は終わりました。
　全議案の説明は終わりました。これより質疑に入ります。

議案第24号については、歳入歳出それぞれを一括して質疑を行い、議案第25号から議案第31号までについては、歳入歳出含めて一括して行います。

初めに議案第24号の歳入の質疑を行います。質疑があればお願いします。

１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　３項目ばかりご質問させていただきたいと思います。
　１番目ですけれども、ちょっと基本的な事柄で教えていただきたいのですけれども、５ページ目の13番国庫支出金、14番都支出金の合計額は、補正額がマイナスの6,678万5,000円でございまして、次のページの、特定財源のところの国庫支出金のマイナスの額は6,209万3,000円ということで、差額が469万3,000円あるのですけれども、この収入の減額幅よりも支出の減額幅が少ないということは。

○議長（清水　典子君）　もっとわかりやすく質問してください。

○１番（石田　芳英君）　申しわけございません。
　ちょっと私の見方が違ってるかもしれませんけれども、歳入と歳出にまたがってしまいまして、ちょっとわかりづらいかもしれませんけれども、歳入のところの13番、14番の国庫支出金と都支出金の減額の合計額が、マイナスの1,857万8,000円と、14番の都支出金のマイナス4,820万8,000円を足しますと、マイナス6,678万5,000円となりまして、それと歳出との関係金額が、その次の６ページのところの補正額の財源内訳というところで、国都支出金の歳出合計のところがマイナス6,209万3,000円となっていますけれども、単純な考え方で推察すると、これは一致するのかなというふうに思ったんですけれども、一致しない理由は何かという…、一致していますか。

　ちょっと基本的な質問なので、もしあれだったら後でも構いませんけれども。
○議長（清水　典子君）　これは１点目ですね。では、次の質問を。

○１番（石田　芳英君）　２点目は、歳入の10ページ目の13の国庫支出金の民生費国庫負担金のところですけれども、児童福祉費負担金がマイナス1,506万6,000円のところでございますが、これも歳入と歳出との関係をお伺いしたいのですけれども。

　42ページ目の歳出の児童手当費の扶助費というところで、マイナスの減額幅が、マイナス795万5,000円ということで、収入の減額幅のほうが大きく、歳出の減額幅は少ない理由は何かということが、第２点でございます。

　それで、第３点目でございますけれども、これは７ページ目の町税のところでございますけれども、例えば町税の申告の業務で、介護とか後期高齢者保険、国民健康保険料など控除の対象になるのですけれども、他の市町村では控除の金額は幾らかという合計額を、一応発行する市町村もあるわけなんですけれども、奥多摩町の場合は、それを発行しないと。不明な場合は窓口で確認するというふうなことで申告されておりますけれども、これは例えば、ある程度ルーティンワーク化して、申告の適正化ということなのですけれども、ある程度こういう書式を整えて、年間の個人の介護保険とか後期高齢者とか国民健康保険料の金額をすぐに出せるような手続ということは、できるのかどうかということと、将来的にそういうことはやったほうがいいんじゃないかなとは思うのですけれども、それについてちょっとお伺いしたいと思います。

　わかりづらいかと思いますけれども、よろしくお願いします。

○議長（清水　典子君）　では、一番最初の質問。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　１番石田委員のご質問にお答えをさせていただきます。

１点目でございますけれども、この補正予算書の５ページ、６ページの関係でございますけれども、まず５ページの補正額の欄をごらんをいただきますと、一番下は三角の２億845万7,000円となっております。６ページをごらんをいただきますと、左から３列目の補正額も、同額の２億845万7,000円ということで、今回の補正につきましての歳入と補正額については同額となっております。

その内訳のお話でございますけれども、あくまでも先ほどおっしゃいました５ページの13、14の国庫支出金、都支出金の合計額の部分でございますけれども、そこは、この補正額の６ページの部分の財源内訳というのは、あくまでも年間を通じた予算の枠の中での捉え方でございますので、ここの部分とは必ずしも一致するものではないというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　１番石田委員さんのご質問にお答えします。

　ただいまの町都民税、それから国税のほうの関係の所得税の申告を３月15日まで行っておりますけれども、その中で、先ほど介護保険だとか、あるいは国保の関係の申告での内容について、もう少し、システムというのですかね、そういうものが改善できないかということですけれども、これにつきましては、毎年申告の用紙をつくる上で、東京国税局、それから都税関係の職員、それから各市町村の税担当の担当者も含めて、その申告用紙についても検討しておりますので。またそういうご意見がございましたら、町のほうから詳しく、その辺の改善ができるようなことであれば対応していきたいというふうに考えますけれども、それについてご意見いただければというふうに思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは１番石田委員さんの２点目の質問でございますが、児童福祉費負担金について、国の支出金と歳出における補正減の額が違うというご質問でございますが、この42ページの財源内訳の欄のところに、（国）児童福祉費負担金1,506万6,000円と書いておりますとおり、国では1,506万6,000円の支出金が減額になっております。ただ、子ども手当から児童手当に変わった段階で負担割合が減ったことによりまして、総額では795万5,000円の減になったものでございます。

○議長（清水　典子君）　ほかに質問はありますか。５番杉村良一委員。

○５番（杉村　良一君）　11ページ、（款）13の国庫支出金の中段のところで、外国人登録事務委託金並びに中長期在留者の居住届出ということで、この関連質問なのですけれども、今、奥多摩町で外国人の登録された方は何人ぐらいおられるのか。また、ほぼ同じ数字になるのかしれませんけれども、この居住者届出者数というのは、どのくらい、何人なのか教えていただきたいと思います。

○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　５番杉村委員のご質問にお答えいたします。

　11ページの外国人登録事務委託につきましては、今年度、途中で廃止になりました。それで、それにかわりまして中長期在留者居住地届出等事務費ということで、それが新たに創設されたということで。内容的には外国人と同じことの扱いということでおります。
　人数でございますけれども、今現在、男性が11名、それから女性が11名、計22名ということで登録されております。

○議長（清水　典子君）　ほかに。歳入について質疑のある方。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。

　以上で、議案第24号の歳入の質疑を終結します。

　次に、議案第24号の歳出の質疑を行います。質疑があればお願いします。質問につきましては、恐れ入りますが２点ずつでお願いいたします。３番高橋邦男委員。

○３番（高橋　邦男君）　２点お願いします。

　１点目は、ページで言うと24ページです。総務費の（01）コミュニティ施設管理費、それからその下の（02）コミュニティ施設整備事業費、この性質の違い、それがちょっとわからないので説明をお願いしたいと思います。

　それから２点目は61ページです。農林水産業費の06の森林セラピー事業費。この中で、説明の中の負担金・補助及び交付金のところの森林セラピー推進団体補助金減とありますが、この推進団体というのがどこなのかというのがちょっとわからないので、説明をお願いしたいと思います。
○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　それでは私から、１点目の、ページで申し上げますと24ページ、コミュニティ施設管理費及びコミュニティ施設の整備事業費ということで、３番高橋委員からご質問がありましたのでお答えをさせていただきます。

　この01のコミュニティ施設管理費でございますけれども、区分のところにございますように補助金ということでございまして、各自治会で現在管理をしていただいている29カ所の生活館がございますけれども、その生活館の簡易な修繕につきまして、自治会が実施していただくことに際しましての町からの補助金の支出という形になります。

　それで、次の02のコミュニティ施設整備事業費でございますけれども、これは一方、町が直接生活館を改修する、あるいは大規模に修繕をしなければいけないといった場合は、自治会のご負担では額が大き過ぎますので、この場合は町のほうで直接やるということで、本年度については白丸生活館についての設計委託、あるいは工事のほうでは栃久保生活館の屋根や外壁の修繕を行ったという違いがございます。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、高橋委員の２点目のご質問にお答えします。

　森林セラピー推進団体補助金の関係でございますが、これにつきまして簡単に言いますと、奥多摩地域振興財団が、その団体という形になります。

　本来、その財団が収支を賄えればいいわけなんですけれども、当然、人件費とかそういう部分はある程度町のほうで見なければいけないということですので、補助金という形でお出ししているということでございます。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　ほかには。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　60ページ、やはり森林セラピーの、この事業費が412万5,000円とかなり大幅に減って、これは人数減ということですけれども、活発に活動はしているのは承知しておりますが、内容をもうちょっと詳しく知らせていただきたいと思います。

　以上です。
○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　12番前田委員のご質問にお答えさせていただきます。

　412万5,000円の減についてのご質問でございますか。確認ですが。

○12番（前田　悦男君）　先ほどの説明のときに、人数も減っているという。

○観光産業課長（加藤　博士君）　これにつきましては、業務に当たった人数ですね。職員でございますので、当然予定していた事業等に中止とか、そういう部分で職員が減ったという形で、支出が減ったという形で、合計でこういう形、412万5,000円の減になったということです。

　特に13の委託料の関係ですが、セラピーロードほかウオーキングロードの巡視委託料150万円とか、そういう部分で、その業務に当たった職員が減ったために、実績によって委託料をお支払いするという形になっていますので、そういう形で減りましたという形でございます。

○12番（前田　悦男君）　事業内容そのものの…。

○議長（清水　典子君）　前田委員、突然にそういう会話をなさらないでください。

　12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　今の関連なんですが、事業費の減ということなのですけれども、人が減ったということですけれども、事業そのものの進捗状況というか、それがどういうふうになって。それも含めてなのですけれども。
○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、前田委員のご質問にお答えします。

　事業そのものは、広報等、また財団のホームページ等にも掲載されておりますのでご存じだと思いますけれども、事業につきましては募集事業、イベント、それと団体等、個人も含めてセラピーの体験を行いたいというお客様をご案内して、その利用料をいただくというのが森林セラピー事業でございます。

　そのほかに、ここに書いてありますウオーキングロードの巡視とか、セラピー関係に関する業務も一緒に合わせて行っているということですので、進捗状況については、当初予定していましたとおり、順調に事業自体は進んでいると理解しております。

　以上でございます。

○議長（清水　典子君）　ほかに。４番原島幸次委員。

○４番（原島　幸次君）　２点ばかり質問させていただきます。

　42ページの款の03、項の02の児童措置費の関係で、2,800万という当初予算から比べますと減になっております。氷川保育園と古里保育園で1,000万ずつと、非常に大きなお金で、これ全部を使ってもらえばありがたい話かと思うのですが、当初、予算を組んだときにある程度その辺の、乖離が大分大きい、金額の開きが大きいから、もう少しちゃんとした予算ができなかったかなというようなことで。全部使ってもらえれば一番ありがたかったのですが。

　第２点目なんですが、54ページの款の04、項の02の関係でございます。備品購入費の件なのですが、備品の購入で498万4,000円、これは減になっておりますが、この辺の備品を購入しなくても、不具合が生じなかったのかどうか、その辺について２点ばかりお聞きしたいと思います。

　以上でございます。
○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、４番原島委員の１点目のご質問にお答えいたします。

　この保育所措置費でございますが、当初、氷川保育園では50人と見込んでおりましたが、最終的に40人の見込みとなった。それから古里保育園につきましては64人を見込んでおりましたが50人となりました。管外につきましては４人を見込んでおりましたが、ゼロという形で、当初の見込みについて対象年齢の児童数によりまして見込んでおるものでございますが、転出等により、また保育園に入園をしなかったこと等によりまして、最終的に見込みが減ったということによる減額でございます。

　以上でございます。
○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　続きましてご答弁申し上げます。

　54ページの備品購入費の498万4,000円の減ということでございますけれども、パッカー車の車両２台を購入しました。町内の自動車の業者の方に入札をしていただきまして、それで最低価格に近いぐらいの形で落札をしたということで、その分、当初の予算の見積もりに比べれば498万4,000円ほど落ちたということでございますけれども、特に品物というか、車の納品に対しても検査をしておりますし、特に設備の面では問題ないということでございます。

　以上です。

○議長（清水　典子君）　ほかに。８番酒井正利委員。

○８番（酒井　正利君）　23ページなんですけれども、一番上段のほうにバス路線の維持対策費補助金の増ということでありますけれども、これは実績によるものという、先ほどの説明なんですけれども、詳しい内容の説明をお願いしたいのと。

　もう１点、31ページです。上段のほうに民生委員ということ、全般的なことであれなんですけれども、今、民生委員が任期で人選をしているということで、自治会でいろいろ人選に悩んでいることなんですけれども、定数が今、23名だと思うんですけれども、ここら辺は、小河内地域は以前は４名いたのが今は２名だったんですけれども、また、これで人選に困っているというようなことを聞くんですけれども、町はどのように考えているのかお伺いしたいと思います。

○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　８番酒井委員の１点目のご質問にお答えをさせていただきます。

　バス路線の補助でございますけれども、現在、町内には12路線38本の路線バスが運行されております。このバスの乗降客数でございますけれども、ＪＲの乗降客数の増加に連動をいたしまして、現在、増加の傾向でございます。その結果、毎年若干ではございますけれども、赤字の幅というのは圧縮をされている状況でございます。具体的に赤字の幅を申し上げますと、平成18年度では7,489万9,000円ほどございました。また、平成20年でも6,200万円ほどありました。昨年は5,171万5,000円ということで、今年は5,000万円でございますので、昨年に比較して171万5,000円減少をしております。

　ただ、この予算上の見せ方でございますけれども、ここ数年、4,800万円という数字で当初予算を載せてございます。これは、当初から５千とかという形で載せますと、私どもでこの赤字を容認しているというような形にも、業者側からいたしますと、この予算書というのは公になるものですから見られるという前提で、企業には努力をしてほしいと。私どもも、業者を含めて事業者と勉強会も開催をしたりして、どうしたら赤字が減るかという検討をした中で、毎年、当初では4,800万円は載せますけれども、実績に基づいて、今回のように足りなければ5,000万に上げるという形で、実際には赤字幅を補填をしているんですけれども、見せ方の問題で当初では4,800を載せるという形をとらせていただいております。

　また、ここで、勉強会の中で出た話で、神庭のところのバス停から、今度、海沢橋を渡って、もえぎの湯を戻る3.5キロほどの短かな循環路線でございますけれども、今月号、４月号の広報に載せさせていただきますけれども、勉強会の結果、こういうルートを新しく載せることによって、小中学生の通学、あるいは、もえぎの湯の利用者が、雨の日にもバスで最寄りの駅までいけるということで、そういった検討もしておりますので、ご理解をいただきたいというふうに考えております。

　以上でございます。
○議長（清水　典子君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、酒井委員の２点目の質問でございますが、民生・児童委員の一斉改選ということで、今年の12月１日から新たな任期が始まるわけでございますが、それに向けまして、昨年12月の自治委員会議の席上で自治会長の皆様にお願いをしております。

この３月22日までにご推薦をお願いしているものでございますが、委員からご指摘があったとおり、地域によっては人選に苦慮しているというところがあると聞いております。特に小河内地域につきましては、人口減少によりましてなかなか人選が難しいということで、平成19年度から、民生委員はそれまで各自治会１名ずつの４名体制でおりましたが、人口が特に減っております川野と留浦につきましては、民生委員をサポートする形の民生・児童委員協力員という制度を導入しております。この31ページの（４）民生・児童委員協力委員事業費というところがそれでございますけれども、そこで通常の民生委員よりは負担が軽いという形でお願いをしております。

残りは原と峰谷から１名ずつ出ていただいておりますが、なかなか峰谷地域につきましては、人選が難しいというお話を聞いておりまして、できればこの峰谷地域につきましては、下り地区と、それから峰と奥と３地区を分担するものですから、是非、協力員ではなく正式な民生委員をお願いしたいというふうに考えておりまして。

自治会長様とも相談をしたりしながら人選に当たるわけなんですけれども、場合によっては私どもが直接候補者のお宅にお邪魔して、何とかご理解をいただいて就任をいただくような考えがございますので、今後、そういう形をとってスムーズに、12月の改選期を迎えられるようにというふうに考えております。

以上でございます。
○議長（清水　典子君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時15分から再開といたします。

午後２時03分　休憩

午後２時15分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第24号の歳出の質疑があれば、お願いします。７番師岡伸公委員。
○７番（師岡　伸公君）　それでは、23ページの一番上のところの負担金・補助及び交付金の中の、全国過疎地域自立促進活性化のところが１点。それから、もう１つは、26ページ、交通安全対策費、上段でございます。その中の安全対策の交通災害共済の件で１点、以上２点、質問をさせていただきます。

　まず初めに、過疎地域自立促進活性化連盟というふうにありますが、何となくわかるんですけれども、以前、水源の里の協議会ですとか、そういうものもあったかと思いますが、それとはまた別の団体なのかどうかという質問が１点。

それから、もう１つ、私ども議員でも、やはり他地域へ研修に行って、奥多摩町と同じような市町村をできるだけ見つけながら、我が町の活性化に資するものは何かないかなというふうな形で、他の市町村を見学したりするんですけれども、なかなか立地や人口形態や産業や特産物で全く同じというのはなかなかないのが実情で、本当に自分たちの町の独自性をもっていくしかないのかななどとも考えますが、この過疎地域という共通の話題を持って、やはりいろいろな形で研修し合うということも、これからは必要なのかなというふうな気持ちもあるんですけれども、実際に隣村の檜原村といろいろなところで交流をしていますけれども、同じ都内ですので、また違った視点から、全国各地の中で私たちと共通の課題ですとか、これからのいろいろな施策ですとか、そういうものを分かち合えるような、こういう連盟とはまた違った形での動きが、これからは必要なのではないかなというふうに考えますが、その辺、今、どんな形でお考えであるかということを質問したいと思います。

　それから、26ページの交通災害共済の件ですが、今年からちょっと配布方法が変わったように、地域でも聞いております。このようになった流れ、経緯を、ちょっと概要を説明していただいて、地域の方々から、かえって自分たちで配って自分たちで回収したほうがいいやというふうな率直な意見も承っておりますので、その辺のところをご説明いただければと思います。よろしくお願いします。
○議長（清水　典子君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　私からは、７番師岡委員のご質問の１点目でございますけれども、過疎地域の自立促進化の連盟の関係でございますけれども、これは、法律に基づく部分でございまして、時限立法ではございますけれども、過疎地域の自立促進計画をつくっている、過疎地域に指定された自治体がございます。これは全国でおよそ770自治体がございますけれども、この自治体が連盟を組んで、過疎地域の活性化のために政府にいろいろな要請活動をする、一種の圧力組織という部分が多々でございます。

　一方、全国水源の里連絡協議会というのは、これは任意の団体でございまして、全国の高齢化率50％以上の地域、大体その地域というのは山間部に属することが多いので、その地域は水の源を担っているということで、水源の里という、やわらかい表現になっているわけですけれども、水源の里の、この協議会に属している全国の自治体というのは166ほどございますけれども、これもやはり、上流は下流を思いながら水を守っていくということで、政府に対してその水源地域が今、過疎だと。山の管理も行き届かないという中で、どういった予算措置をしていただけるかということで、国のほうに働きかける一種の団体でございます。

　お話のございました檜原を含めて、私ども、東京都の中にはございますけれども、過疎地域であるということでございまして、共通の問題を抱える中で、過疎化に伴います若者の流出に伴って少子化もありますし、若者の定住化の対策を、今、町でもソフト部分で3,000万円ほど、例年、事業化をしておりますけれども、こういった部分のお互いに勉強をして、今、議員さんのほうでも三か町村の結婚の問題もやられておりますけれども、そういったトータルで、いろいろな施策があると思いますけれども、ソフトの部分、あるいはハードですね。直接的には宅地の供給だとか、住宅の供給だとか、そういうことも含めまして、お互いに勉強をしていきながら、私どもも職員も今、全体で考えようということで、プロジェクトもやっておりますけれども、こういうことはみんなで常に考えていく姿勢というのが非常に大事だなというふうに思っておりまして、職員のほうでも、これからまた力を入れてやっていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。
○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　引き続きまして、交通災害対策の中の交通災害共済の件でご答弁申し上げます。

　この交通災害共済につきましては、「ちょこっと共済」という、皆さんご存じだと思いますけれども、その共済の関係でございまして、当町の加入率が約83％加入しております。檜原と当町は結構高いと。他の市町村は大体20％前後の加入率ということでございまして、当町は今まで自治会を通しまして配布をしまして、回収も全部自治会でやっているということで、半強制的みたいな形でやられているんですけれども、他の市町村は配布については組合のほうから配布する費用が出ていて、それで各市町村の個人のポストに投入しているという考え方が、今現在進んでおります。

当町は、なぜ今年度ポスティングにしたかというのは、自治会から組長さんを通して配布するのに、非常に家の間隔が遠いとか、配布するところが大変だというところもあったり、そういうふうな意見もあったもので、ほかの市町村は組合で配布しているのであれば、当町も同じような形で配布をしていただけないかということで、今回、試験的にやってみましたところ、非常に配布が雑な配布をされたということで苦情が来たり、お叱りを自治会のほうからもいただいたというような経緯がございまして、配布もれのところについては一週間以内に配布をまた依頼したというようなことでおりましたが、いまだに、まだ届いていない家庭がいるということで、まだ苦情が来ているということで、ここ毎日、もう、それではしようがないということで、我々も判断できないということで、では、直接電話をしていただければ郵送か何かで送っていただけるということで、広報で防災無線のほうで電話番号を流させていただいて、そこへ電話をいただければ直接郵送していただけるというふうな、今のところ、体制をとっています。

今回、この反省を踏まえまして、来年度はまた別の方法で、もうポスティングはちょっと無理だということでございまして、郵送で送るにしても個人情報のこともあったりしますし、それから宅急便に宅配で頼むという方法もありますけれども、その辺も含めて、今後ちょっと検討して、来年にまた問題が起きないような方法でやっていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　答弁ありがとうございました。

　要するに、住民の要望でこうなったということですよね。ただ、確かに家の間隔が遠かったり、いろんな大変なこともあるなというのはもちろん実感するんですけれども、私なんか住んでいる地域が、隣にうちがあるから、そういう意味ではわからないのかもしれないですけれども、やっぱり自治会のありようだとか、近隣の存在のありようだとか、それから、ひとり住まいの方々のいろんな見守りだとか、そういうことを考えて、この共済をそれに当てるということではないにしても、そういうお互いの労力は、私は必要ではないかなと、その辺を、やはり理解を住民の方に求めるようなやり方も、町として、私は必要なのではないかなというふうに感じました。

　以上です。
○議長（清水　典子君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　ただいま、住民の方に、ある程度のご負担をしていただくというのも、やはり先ほどの隣近所の顔が見えるとか、そういうふうなことにつながっていくと思いますので、その辺も含めて、今後、連合会を通じまして、また元に戻すにしても、他の近隣の市町村の待遇と同じような考え方も含めながら、今後対応していきたいというふうに思いますので、よろしくお願いしたいと思います。
○議長（清水　典子君）　ほかに。８番酒井正利委員。

○８番（酒井　正利君）　２点ほど伺います。

　66ページの一番下ですけれども、もえぎの湯の木質ボイラー焼却灰放射性物質等測定分析業務委託料なんですけれども、この測定分析した結果は、どのようであったかお伺いしたいのが１点です。

　それから、もう１点、81ページの中学校の建設事業費なんですけれども、減額の834万5,000円ですか。この木質化の中止したということなのですけれども、これは氷川中学校のことでしょうか。伺います。
○議長（清水　典子君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　８番酒井委員の１点目のご質問にお答えします。

　もえぎの湯の焼却灰の放射性物質の関係でございますが、この放射性物質の関係につきましては、実は二種類ございます。まず、１点目が、通常問題になっていますセシウム134と137、３月11日の震災以後、放射能もれによりましていろいろ問題になっている物質でございますけれども、それの検査と、もう１点が、焼却灰がある程度たまりましたら、産業廃棄物の業者に持って行って処分してもらっているのですが、その処分をしてもらうために、産廃法だと思うのですけれども、そこで８項目調べまして、それが基準値以内でしたら産廃になるというような部分の２つの検査がございます。

まず、１点目の放射能の関係ですが、実は昨年の３月のお彼岸から本格稼働をしているんですが、その前に２月の段階で試験運転を行いました。その２月から偶数月に７回行っているんですが、直近ですと２月20日ぐらいに検体を出しているんですけれど、まだその結果が来ていないということで、過去の６回ですが、昨年２月13日にはセシウム134と137の合計が1,530ベクレルということで非常に高い数値を示しました。その後、２カ月に一回検体を行っているんですが、昨年の４月が980ベクレル、一番直近ですと昨年の12月に725ベクレルということで、700から900の間を行ったり来たりしているという形でございます。

この焼却した灰につきましては、産廃業者に持って行って処理していただけるという数値が、基準値がございまして、1,000ベクレル以下でしたら、これは処理していただけるということがありますので、今のところ、当初1,500というのはあったんですけれども、これも含めて現在処分してもらっていると。現在のところ、その基準値以内という形ですので、特に問題ないという形です。

それと、もう１点の産廃の８項目につきましては、これは年一回行って、その基準値以内だという証明が出ないと、産廃業者の業者さんも持って行っていただけないということで、ここでその部分も含めて増額をお願いしたということでございます。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、酒井委員の２点目のご質問にお答えいたします。

　中学校建設事業費の不用額700万円ということで、減額ということでご説明させていただいたかと思うのですけれども、中学校の木質化整備工事の予算については、昨年度実施いたしました小学校の建設事業費、それと同じように昇降口、廊下等の工事を予定しておりましたので、同じ予算規模で予算計上させていただきました。

　実際、設計をして工事施工する段になりまして、面積の関係ですとか、そういった部分から入札等で予定していたその予算額まで達しなかったために、減額をしたということで、工事自体は実施をしております。
○議長（清水　典子君）　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。

　以上で、議案第24号の歳出の質疑並びに全ての質疑を終結します。

　よって、これより採決します。
　日程第３　議案第24号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第24号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第25号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第25号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第４　議案第25号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第25号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第26号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第26号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第５　議案第26号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第26号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第27号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第27号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第６　議案第27号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第27号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第28号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第28号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第７　議案第28号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第28号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第29号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第29号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第８　議案第29号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第29号については原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、議案第30号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第30号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第９　議案第30号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第30号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、議案第31号の質疑を行います。質疑があればお願いします。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第31号の質疑を終結します。よって、これより採決します。

　日程第10　議案第31号について原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第31号については原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　以上で本日の日程は全て終了しました。

これをもって連合審査会を閉会とします。長時間ご苦労さまでした。

午後２時37分　閉議・閉会

　地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　　奥多摩町議会議長
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